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70年代アメリカにおける

住宅産業の構造変化と住宅政策

豊 福 裕

は じ め に

現代のアメリカ経済において,住宅に対する

投資は,民間部門の投資項目のなかでも最大の

比重を占める項目の一つである｡1998年のアメ

リカの GDPをみると,新規の住宅建設は民間

固定資本形成の23.5%を占め,既設住宅への家

賃支払等,住宅サービスに対する支出は個人消

費支出の14.3%を占める｡ これは GDP全体に

対する比率でいえばそれぞれ4.1%,9.7%にあ

たり,両者を合計すると住宅部門の割合は実に

13.8%に達する1)｡これに住宅投資の二次的波

及効果,すなわち家電製品等のさまざまな消費

財及びサービス需要の発生を加味すると,住宅

投資が国民経済に与える影響はさらに大きいも

のとなろう｡

しかしながら,このような住宅部門のマクロ

経済的重要性とは対照的に,住宅を供給する部

門,すなわち住宅産業の構造は,今日において

も過度の零細性,分散性を特徴としている｡自

動車,鉄鋼などの基幹産業部門が少数の上位企

業への集中を特徴としているのに対 し,住宅産

業における市場集中度は低 く,住宅建設にたず

さわる企業のうち上位10社の年間住宅着工戸数

の合計は,1998年で約11万 3千戸,同年の総着

工戸数の7%を占めるにすぎない2)｡一握 りの

巨大企業-の集中が進むアメリカの諸産業のな

1) 数字は実質 ドルにもとづ く｡SurveyofCurrentBusi-

ness,September1999,D-2,D-6.

2) 上位10社の着工戸数については,Bullder誌のホー

ムペ ー ジ に よる｡ (http･.//builder3.hw.net/monthly/

bullderlOO/)｡ また総着工 戸数 については,Depart-

mentofCommerce,BureauoftheCensus,Housing

Starts,による｡

かにあって,住宅産業は ｢競争的な｣産業とみ

なされているのである｡

こうした零細性,分散性の原因として,従来,

住宅という商品の特性,すなわち土地との一体

性とそれに規定された住宅の個別性,地域性な

どが指摘されてきた｡つまり第一に,住宅は土

地と一体であり,その生産には必ず現場での組

立行程を必要とするため,工場でのプレハブ生

産には輸送コス ト上の限界が存在すること,第

二に,住宅の土台となる土地には全 く同一条件

のものは存在せず,また住宅に対する好みは多

様であることから,商品の規格化が困難である

こと,これらの特性が工場内での大量生産を困

難にし,スケールメリットの実現を妨げてきた

というのである｡

しかしながら,零細性,分散性の存在は,住

宅産業の上位企業と,圧倒的多数を占める中小

零細企業とが,同一の市場において対等に競争

できることを必ずしも意味しない｡今日では,

両者の間にはすでに乗り越えがたい格差が存在

しており,前者は後者に対 して,資金調達等の

面で圧倒的な優位性を保持 しているのである｡

住宅産業の発展過程において,このような上

位企業と下位企業-の明確な分化が最初に生 じ

たのは,1960年代末から70年代初頭にかけての

ことである｡それ以前には,｢資本主義によっ

て忘れられた産業｣という形容がなされるほ

ど3),住宅産業においては零細業者と伝統的な

生産技術 とが大勢を占めていた｡しかし1970年

3) schlesinger,T,Erlich,M.了もHousing.TheIndustry

Capitalism Didn'tForget",1nCriticalPerspectivesOn

Housi71g,eds.byBratt,R.G.,Hartman,C,Meyerson.

A,TempleUnlVerSltyPress.1986,p139
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代には,M&A等を通じた上位企業への集中傾

向が生じるとともに,モービルホームやモジュ

ラー住宅など,それまで点的な存在にす ぎな

かった生産方式が,住宅市場において一定の

シェアを占めるようになる｡ 今日のアメリカの

住宅産業の基本的構造は,ほぼこの時期に形成

されたといえるのである｡

本稿の課題は,このような住宅産業の構造変

化の特質を,当時の住宅政策の展開との関わり

において考察することにある｡というのも,別

稿で明らかにしたように,ジョンソン及びニク

ソン政権期の住宅政策は,住宅産業に対する積

極的な市場創出政策としての性格を有している

からである4)｡なかでもニクソン政権期には,

住宅の工場生産化 (industrialization)5)の推進

など,住宅の供給構造それ自体を変革しようと

する試みが行われており,住宅産業の構造変化

を考察するうえで住宅政策の評価が不可欠と

なっている｡

なお,これまでの先行研究としては,L.グ

レプラ-及び L.グッドキンのものが代表的で

ある6)｡いずれも70年代初頭に刊行されたもの

で,当時の住宅産業における上位企業の急速な

成長が分析対象となっている｡ とりわけグレプ

ラ-の著作は,上位企業の経営構造を本格的に

分析した数少ない研究の一つといえる｡ しかし

ながら,いずれも住宅政策についての評価を欠

くとともに,時期的制約ゆえに,第一次オイル

ショック後の住宅ブーム終幕の影響を考慮に入

れておらず,ブーム的要素を差し引いた住宅産

業の発展方向を析出するには至っていない｡

4) 拙稿 ｢｢偉大な社会｣期アメリカの住宅政策- 低所

得層向け住宅助成 を中心 に一 ｣『経済論叢』第165巻

5･6号,2000年 5･6月参照｡

5) 1ndustrializatlOnは,通常 ｢工業化｣ と訳 されるが,

以下で述べ るように, この時期の lndustrlallZatlOnは

部分的なプレハブ生産ではなく,住宅建設をほぼ工場生

産に置 き換えるとい う志向を持ったものであったため,

本稿では ｢上場生産化｣ とした｡

6) Grebler.L,I,argeScaleHousing andRealEstate

Firms,PraegerPublishers,1973.及び Goodkln.LM I

WhenRealEstateandHomeBuildingBecomeBLgBuSl-

ness:Mergers,AcqulSIS10nSandJomtVentures,Chaners

B()oks,1974
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以上のような先行研究の到達点をふまえて,

本稿では,住宅ブーム終駕後の動向をも視野に

入れて,70年代に生じた住宅産業の構造変化の

特質を明らかにしたい｡住宅の商品特性に規定

されながらも,住宅産業がいかに資本主義的に

発展 してきたのかを解明することが本稿の最終

的な狙いである｡ なお,以下で住宅産業という

場 合, そ れ は標 準 産 業 分 類 で ｢建 設 業

(ConstructionIndustry)｣に含まれる住宅建設

業のみならず,モービルホーム製造業,モジュ

ラー住宅製造業など,多様な住宅生産者を含ん

でいることに留意されたい｡

Ⅰ 60年代前半までの住宅産業の構造

60年代後半に現れた変化の特徴を浮き彫 りに

するために,まず戦後から60年代前半までの住

宅産業の基本的構造を概観するのが本節の目的

である｡ しかしながら,この作業はそれほど容

易ではない｡なぜなら,建設業についての全国

的調査である 『建設業センサス』(Censusof

ConstructionIndustry) は, 1939年 を最 後 に

1967年まで実施されておらず,当時の住宅産業

構造を知 りうるマクロ的な統計データは皆無に

等 しいからである｡ したがって以下の叙述は,

いくつかの先行研究をもとに当時の住宅産業の

諸特徴を素描するにとどまらざるをえない｡

さて,戦後初期の住宅産業の特徴は,一言で

いえば C.アブラムスの次のような表現- 建

築業界は,資本家の系列から除けものにされて

おり,わずかに儀礼上の呼び名として 『産業』

という名前をもらっているにすぎない7)- に

凝集されている｡ これは,冒頭でふれた ｢資本

主義によって忘れられた産業｣という表現とも

重なるが,そこで念頭に置かれていたのは住宅

産業の次のような特質である｡

第一に,住宅産業という産業の規模を特定す

ること自体が困難であるような,産業の零細性

7) Abrams,C."TheResidentialConstructionlndus-

try"ln TheStructureof American Industry,ed by

Adams,W ,TheMacmlllanCo,1954,p121.(時事通

信社訳 『アメリカの産業構造』時事通信社,1957年,

143ページ)｡
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と流動性である｡当時の建設業者の圧倒的多数

は,総合請負業者 (generalcontractor) と呼

ばれる零細な建設業者と,そもそも事業所を持

たず,仕事のある時だけ請負業者を自認する個

人業者によって占められており,事業所数や従

業員数を確定すること自体が困難であった｡ま

た,これら建設業者の多 くは住宅以外の各種建

設事業にも従事するため,建設業一般から区別

して ｢住宅建設業｣を取 り出すことさえ容易で

はなかった｡第二に,以上のような零細性ゆえ

に,住宅産業においては固定資本投資が最小限

に抑えられ,他産業に比べると伝統的な生産技

術が優位を占めていたことである｡ アブラムス

が,｢大量生産と科学技術が他の工業で原価を

いちじるしく低下させたことにくらべると,建

築業者は,20世紀の環境にありながら,18世紀

の道具と工法をい じりまわしている｣8)と述べ

ているように,戦後初期の住宅産業は多分に小

経営的性格を残したものであった｡

しかしながら,1950年代に入ると,次第に住

宅産業にも一定の変化が見られるようになる｡

それは,未曾有の住宅ブームを背景 として,

マーチャントビルダー (merchantbuilder)あ

るいはその事業形態の特徴から投機的建設業者

(speculativebuilder)と呼ばれる一群の建設

業者が成長したことである｡

マーチャントビルダーとは,総合請負業者の

ように注文に応 じて建設を行うのではなく,土

地の取得 ･造成から住宅建設までを一貫して行

い,建売で住宅を販売する建設業者のことであ

る｡ 投機的建設業者と呼ばれたのは,収益の大

半が土地の値上がり益にもとづいていたからで

あるが,そのような事業形態を可能にしたのは,

郊外における安価な農地や未利用地の存在と,

郊外住宅に対する旺盛な需要であった｡

マーチャントビルダーの大半はやはり零細な

業者であったが,なかには大規模な土地を購入

し,そこで住宅の大量建設を行う建設業者も存

在 した｡その代表例がレビット･アンド･サン

8) Ibid.,p116 (邦訳136ペー ジ)0
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ズ社である｡ 同社は,部品の規格化とプレハブ

化,現場の生産過程への流れ作業の導入などを

先駆的に採用 して住宅の大量生産を実現 し,す

でに1950年代には年間数千戸の生産規模を実現

していた ｡

当時の大規模建設業者の動向については統計

的な資料が乏しく,全国的な実態を知ることは

容易でない｡ しかし,J.P.ヘルゾッグによる

カリフォルニア州北部地域に関する研究は,当

時の住宅建設業の動向を知るうえで貴重な素材

を提供 してくれる｡ これは,カリフォルニア州

北部の45の郡で活動する住宅建設業者のうち,

1950年から60年の10年間に年間100戸以上住宅

を生産した企業を大規模建設業者とし,それら

を対象に実態調査を行ったものである｡ この調

査結果から,ヘルゾッグは次のように結論して

いる｡ 第一に,大規模建設業者に関するデータ

は,①生産量の安定性,②住宅建設への専門性,

③経営の継続性を示しており,建設業一般と区

別される-産業部門としての住宅建設業の存在

を裏付けていること,第二に,1950年には同地

域の新規着工戸数の約3分の1にすぎなかった

大規模建設業者のシェアが,1960年には4分の

3前後にまで上昇するなど,住宅建設業におい

て大規模企業の急連な成長が見られること,し

かし第三に,年間1,000戸を超えるような企業

は例外的であり,また上位企業の入れ替わりも

激 しいため,一部企業への集中傾向はほとんど

見受けられないこと,そして第四に,生産技術

や経営組織等,経営内部の構造については10年

間でそれほど大きな変化は見られないことであ

る9)｡つまり,少なくとも50年代には,｢住宅

建設業｣を担う一定規模の企業群が形成されて

いたものの,全体としてみれば住宅産業は依然

として分散的であり,その生産性はけっして高

いものではなかったと考えられる｡

しかしながら,こうした生産部面の零細性に

もかかわらず,戦後の住宅建設数は急激な伸び

9) Herzo g,JPITheDJVnamicsofLarge-ScaleHousebuild一

mg,TheRegentsoftheUnlVerSltyOfCallfornla､1963,

pp77-80.
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を示 した｡1944年に13万9,000戸にまで落ち込

んでいた新規民間住宅着工戸数は1950年には

190万8,000戸にまで達した10)｡これは,戦時中

に抑制されてきた住宅需要と,戦後のベビー

ブームに伴う住宅需要とが重なったことに加え

て,次のような連邦政府の住宅政策が住宅需要

の拡大を促 したためであった｡

戦後の住宅政策は,国民の居住水準における

ナショナル ･ミニマムの保障という社会政策的

目標を掲げつつも,その実硯のための手段とし

て,民間企業すなわち住宅産業の最大限の活用

を位置づけていた｡これは,住宅政策のもう一

つの目的として,住宅産業界の安定と,それを

通じた完全雇用経済の促進という経済政策的な

役割が意識されていたためである｡このため実

際の政策運営においては,低所得者層向けの公

共住宅の供給は絶えず制限され,民間部門を活

用した中 ･高所得者層向けの持家政策に政策の

重点が置かれることになった｡

持家政策の中心をなしていたのは,連邦住宅

庁 (FederalHousingAdministration‥FHA)

と退 役 軍 人 庁 (veteran'sAdministration :

VA)による住宅モーゲージ (抵当融資)に対

する信用保証と,持家所有者に対するモーゲー

ジ利子の非課税措置である｡ このうち,戦後の

住宅建設を促進するうえで中心的な役割を果た

したのは,住宅モーゲージに対する信用保証で

あった｡というのも,この制度ができる以前は,

建設事業のリスクの高さゆえに,建設業者が金

融機関から融資を受けるのは容易ではなかった

が,連邦政府がモーゲージの元利払いを金融機

関に保証するようになると,あらかじめ政府の

保証を取 り付けておきさえすれば,建設業者は

容易に運転資金を取得できるようになったから

である｡ こうして,住宅産業の零細性にもかか

わらず,戦後の住宅建設は堅調な伸びを示すこ

とになった｡

10) 数字 は,HistoricalStatLSticS,ColomalTimesto1970,

SerleS156-159による｡
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ⅠⅠ 60年代における住宅政策の展開

1 住宅補助金の拡大と住宅の工場生産化への関心
- ジョンソン政権期-

1960年代に入ると,それまでの住宅政策は大

きな転換を迫られることになる｡ 貧困問題や都

市間題に対する社会的関心の高まりを背景とし

て,低所得者層向け住宅の供給が住宅政策の中

心的課題として浮上してきたためである｡ すで

に述べたように,従来の政策は中 ･高所得者層

に対する持家政策を優先し,公共住宅の供給を

著 しく制限するものであった｡このため,低所

得者層が入居 しうる低コス トかつ良質な住宅の

供給は絶対的に不足 し,彼らの集中する都心部

のスラム化が深刻な社会問題となっていた｡60

年代における ｢貧困の再発見｣や公民権運動な

どの社会運動の高揚,さらに全米各地での都市

暴動の発生などは,こうした問題-の社会的関

心を急速に強め,連邦政府の政策的対応を促す

ことになった｡

低所得者層を対象とした住宅政策は,60年代

を通じて徐々に拡充され,ジョンソン政権にお

いてひとつの画期を迎える｡ その内容は多岐に

わたるが,住宅産業に与えた影響という観点か

らすると,以下の2点に注目しなければならな

い｡第一は,低所得者層向け住宅の供給主体と

して民間部門の積極的活用が図られ,低所得者

層向け住宅に対する連邦政府の助成が,事実上

住宅産業にとっての有効需要の創出策として機

能したことである｡ 第二は,低所得者層向け住

宅の供給増という政策課題の達成をめぐって,

住宅産業の生産性の向上を求める議論,すなわ

ち住宅の工場生産化による住宅価格の引き下げ

を求める議論が登場したことである｡

第-の点については,すでに別稿で分析 した

のでここでは詳述しないが,その主な内容は以

下のとおりである｡ 第一に,低コス ト住宅の供

給方法として,間接供給方式,すなわち民間部

門の供給する住宅に対し,その市場価格と低所

得者層が負担 しうる入居コス トとの差額を政府

が負担する方式が広く採用された｡具体的には,
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低所得者層の負担 しうる家賃と実勢家賃との差

額を助成する家賃補助プログラム,低所得者層

向け住宅の建設に民間金融機関が低利融資を行

い,市場金利との差額を助成する利子補給プロ

グラムなどがそれである｡第二に,公共住宅の

供給においても民間部門の活用が図られ,民間

賃貸住宅を公共住宅として買い上げたり,借 り

上げたりする制度が導入された｡そして第三に,

これら低コス ト住宅の建設目標が数値目標とし

て法律に明記され,それに対する連邦政府の補

助金が拡充された｡具体的には,1968年住宅･都

市 開発法 (HousingandUrbanDevelopment

Actof1968,以下1968年法と略す)によって,

以後10年間の建設目標が2,600万戸と定められ,

うち600万戸が補助金付 きの低所得者層向け住

宅に割り当てられた｡これら一連の政策は,連邦

政府の助成によって低所得者層向け住宅という

新たな市場が創出されることを意味していた11)｡

もっとも,このような補助金の拡充は,必然

的に連邦政府による財政支出の拡大を要請した｡

とりわけ60年代の後半には住宅価格の高騰が顕

著となり,補助金支出の大幅な増額は必至で

あった｡このため,上記のような施策と並行し

て,第二の政策路線,すなわち住宅産業の生産

性の向上により住宅の市場価格そのものを引き

下げる方法が検討されることになる｡ その役割

を担ったのが,1967年に相次いで創設された,

全米都市問題委員会 (NationalCommission

onUrbanProblems,通称ダグラス委員会)と

大統領都市住宅委員会 (President'sCommit-

teeonUrbanHousing,通称カイザー委員会)

であった｡前者では,主 として建築規準や住宅

規準,ゾーニング規制,税制など,住宅市場を

とりまく制度的要因が検討され,後者では,主

として住宅生産に関わる諸要因,すなわち資材,

労働力,資金等の調達コス トや量産技術の開発

等の問題が検討された｡その結論はそれぞれの

最終報告書にまとめられているが,住宅コス ト

削減の見通しについてはさほど大きな見解の相

ll) 以上の点について,詳しくは,前掲の拙稿を参照され

たい｡
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遠は見 られないため,以下では主 としてカイ

ザー委員会の報告書をもとに当時の議論の特徴

を見ておきたい｡

カイザー委員会の最終報告書は,｢アメリカ

の住宅産業の将来｣と題した結論部分において,

住宅コス ト削減の見通し,住宅産業の効率性,

工業化の有効性などについて言及している｡ そ

れによると,住宅コスト削減の主要な手段とし

て次の4点が指摘されている｡ (∋技術革新とコ

ス ト削減の妨げとなっている既存の制度的障害

の除去,②研究 ･開発事業の推進,③建設戸数

の安定,④ハイテク住宅産業を支える,試験機

関や専門協会などの新機関の設立,である12)｡

このうち①は,ダグラス委員会の調査結果を受

けたもので,地域間の統一性がなく,時代遅れ

で過度に厳 しい建築規準の存在や,低所得者層

向け住宅の建設を排除するゾーニング規制の存

在が,住宅市場を分断し,住宅の大量生産を妨

げているという認識に基づいている｡ また③は,

住宅需要が周期的に変動し,建設戸数が安定し

ないことが,住宅産業における大規模な設備投

資を妨げているという認識を示 している｡ここ

には,住宅コス トの削減のためには,大量生産

技術の開発と同時に,それに見合った大量販売

市場の確立を進めなければならないという,当

時の考え方が反映されていた｡

もっとも,カイザー委員会は,大量生産 ･大

量販売による規模の経済性や,工場生産化の効

率性について必ずしも無条件に評価 していたわ

けではない｡例えば規模の経済性については,

その実硯のためには,①住宅建設市場の安定化,

②住宅及び土地開発規制に盛 り込まれている古

い条項や,地域間の規制の不統一性の改革,③

住宅の標準化,④プレハブの大型コンポーネン

トの輸送及び取扱技術の向上,などが不可欠で

あるとしながらも,仮にこれらの条件がすべて

達成されても,少数大企業の寡占状態は成立し

ないだろうとしている13)｡ここには,従来の工

12) ThePresident'sCommitteeOnUrbanHousing,A
DecentHome,1968.p.208

13) Ibid,p.209.
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場生産化の試みが依然として伝統的な現場生産

を上回る効率性を実現するには至っておらず,

住宅の大量生産への見通しが立たないことに対

する率直な事実認識が反映されていたと考えら

れる｡ 実際,同報告書においては,工場生産化

の技術を用いた大量生産が在来工法と比較 して

効率的か否かという点について,明確な結論は

述べられていない｡

このように,ジョンソン政権期においては,

住宅の工場生産化が展望されながらも,その推

進について明確な方向性が確定されるには至ら

なかった｡両委員会の成果の集大成ともいえる

1968年法においても,上述のように,低所得者

層向け住宅助成の拡充や住宅建設目標の策定な

どが盛 り込まれる一方で,供給側の助成につい

ては,新技術の研究開発に対 し一定の補助金が

付与されるにとどまった｡工場生産化が本格的

に推進されるためには,次に見るようにニクソ

ン共和党政権の登場を待たねばならなかったの

である｡

2 住宅の工場生産化の推進- ニクソン政権期-

ジョンソン政権期において基本的枠組みが示

された住宅の工場生産化は,ニクソン政権の発

足とともに急速に具体化されていく｡ それを早

めたのは,すでに1968年法の発効によって住宅

政策の枠組みが規定されているもとで,共和党

政権としての独自性を示 したいとするニクソン

政権の意向と14),住宅 ･都市開発省の新長官に

任命されたジョージ ･ロムニーのイニシアチブ

であった｡アメリカン･モータース社の会長で

あったロムニーは,自動車生産 と同様の大量

生産技術が住宅生産にも応用可能であるとの

信念 に もとづ き,1969年 5月に,突破計画

(OperationBreakthrough)と呼ばれる工場生

産化推進のためのプロジェクトを打ち出した｡

突破計画は,主に2つの内容からなっている｡

14) Downs､A‥ "TheSuccessandFailureofFederal

IIouslngPolicy"inTheGreatSociety Lessonsforthe

Future,edsbyGlnZberg,E,andSolow,RM ,Nat10n-

alAffalrS,In°..1974,p 135

第24号 (2002.4)

一つは,市場集成 (marketaggregation)と呼

ばれ,住宅市場の分断をもたらしている建築法

規,輸送規制,労働協約などを改革し,より大

規模で均一な市場を形成 しようとするものであ

る｡もう一つは,新 しい住宅生産システムの開

発支援であり,連邦政府の認定 した住宅システ

ム生産者に対 し,研究開発資金を同政府が助成

するというものである｡ これはさらに三段階に

分かれ,コンペ方式で生産システムの提案を募

集し,認定生産者を決める第一段階,いくつか

の実験用区画で試作する第二段階,実用的な大

量生産に移行する第三段階から成 り立っていた｡

このように,大量生産技術の開発のみならず,

その前提 としての大量販売市場の確立が一体と

なって提起されている点に,ダグラス委員会及

びカイザー委員会の認識の具体化を見て取るこ

とができよう｡

つぎに,突破計画の具体的内容について見て

みよう｡ まず市場集成については,工場生産住

宅を許容する建築法規を州レベルで制定 したり,

工場生産ユニットの輸送に要する鉄道及び高速

道路料金を引き下げる努力がなされたほか,莱

熟練労働者を工場で雇用 したり,逆に熟練 した

建築労働者を工場での作業に雇用できるよう,

労働組合との間で新たな労働協約の締結が試み

られた｡また住宅生産システムの開発について

は,第一段階のコンペに235社が参加 し,最終

審査に残った37の企業グループから22グループ

が住宅システム生産者として認定されることに

なった｡第 1表は,この第一段階のコンペにお

いて最終審査に残った37グループの代表企業名

を示 したものである｡それによると,アルコア

社,ボイス ･カスケー ド社,ゼネラル ･エレク

トリック社,USスチール社などのほか,ベク

テル社,マーチン ･マリエッタ社,ダウ ･ケミ

カル社など,アメリカを代表する企業が軒並み

参加 していることがわかる｡ 各生産システムの

詳細についてここではふれないが,いずれも,

自らの主業種部門で開発 した技術やシステム,

新素材などを住宅生産に応用 しようとしたもの

である｡ その大半は,あらかじめ工場生産され
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第 1表 突破計画のコンペ-の参加企業
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アルコア

ボール･ブラザーズ

ボイス ･カスケード

クリスティア-ナ ･ウェスタン･ストラクチャーズ

デスコン/コンコ-デイア

フォレスト･シティ･エンタープライズ

ゼネラル･エレクトリック

ヘンリー C.ペック

ハ-キュリーズ

ホーム･ビルディング

キーン

レヴイソト･テクノロジー

マテリアル ･システムズ

モジュール ･コミュニティーズ

ナショナル ･ホームズ

ペントム

リパブリック･スチール

ルーズ･ウェイツ

ショルツ･ホームズ

シェリー･システム

スターリング･ホ-メックス

TRW システムズ ･グループ

アローデックス

ベクテル

デベロップメント･コープ･オブ･アメリカ

ダウ･ケミカル

ハウジング･デベロップメント

マーチン･マリエッタ

ミッドシティ･デベロッパーズ

オムニフォーム

レッドマン･インダストリー

レルペック

リング･ブラザーズ

セクトラ･アメリカ

テックリート･コンソーシアム

U.S.スチール

アーバン･システムズ ･デベロップメント

注1):最終審査に残ったグループの代表企業名のみを示している

各グループは単独の場合もあれば､複数企業の場合もある

2):左側に示 したのが､第二段階に進んだ22グループ｡

出所 .'ProfessionalBuilder,Feb1970.より作成O

た平面パネルや立体モジュールを現場で結合す

るシステムを志向 してお り,それまでの伝統的

な 2〝×4〝(ツーバ イフォー)工法 とは一線 を

画 していた15)｡

このように,プロジェク トへの参加者の大半

が異業種部門の大企業であったという事実は,

この計画が,従来の住宅建設業者からの要請 と

いうよりも,異業種部門か ら住宅産業への参入

の機会 として位置づけられていたことを示 して

いる｡ 実際,住宅建設業者の業界団体である仝

米住宅建設業者協会 (NationalAssociationof

HomeBuilders:NAHB)は,在来工法の方が

効率的であるとして,工場生産化の推進には否

15) 突破計画で採用された住宅生産システムについては,

『建築生産』1971年5月号から1973年7月号にかけての,

鈴木-氏による連載 ｢OperationBreakthrough｣ に詳

しい ｡

右側の15グループは落選｡

走的であった｡

ⅠⅠⅠ 住宅産業の構造変化 と住宅政策

冒頭でも触れたように,60年代後半から70年

代初頭にかけて,住宅産業の構造は大 きく変容

した｡住宅建設業において上位企業への集中傾

向が生 じるとともに,モービルホームやモジュ

ラー住宅などの工場生産住宅の製造業者が成長

し,今 日の住宅産業の基本構造が形成されたか

らである｡ このような60年代後半に現れた変化

の特質 と,それに対 して前節で述べた住宅政策

が与えたインパク トを明らかにすることが本節

の課題である｡

1 住宅建設業における構造変化

第Ⅰ節で述べたように,住宅建設業の零細構

造は,60年代半ばにおいても基本的には変わら
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なかった｡建設業センサスによると,1967年の

住宅建設に従事する企業のうち,約 3分の 1は

常雇の従業員のいない (withoutpayroll)企業

であり,従業員のいる企業約11万社についても,

その83.1%は従業員数10名 に満たない企業で

あった16)｡これら零細業者の多 くは職人や不動

産業者などの個人業者であ り,モーゲージ信用

が潤沢な時には住宅建設に従事 し,モーゲージ

信用が逼迫するとその間は別の事業を営むとい

う行動様式を特徴 としていた17)｡このことは,

モーゲージ金利が変動すると,それが直接的に住

宅着工数の増減に帰結することを意味していた｡

しかしながら,住宅建設業においても,60年

代後半から70年代初頭にかけて比較的大規模な

企業が成長 し,上位企業への一定の集中傾向が

見られるようになった｡1968年から72年にかけ

て,年間売上額1000万 ドル以上の企業数は,

119社から369社- と増加 し,また年間200戸以

上を生産する企業の住宅着工戸数に占めるシェ

アは,1969年から1972年にかけて17%から28%

に上昇 した｡ しかも,その28%のうち約 4分の

3は,年間着工戸数1000戸以上の225社による

ものであった18)｡こうした数値は,以前には例

外的な存在にすぎなかった大規模建設業者が,

いまや一定の企業群として登場 したことを意味

していた19)｡

上位企業-の集中傾向は,とりわけ1969年か

ら70年にかけての,不動産開発や住宅建設部門

における活発な M&A と株式公開によって促

進された｡L.グレプラ一によれば,1964年か

16) DepartmentofCommerce,BureauoftheCensus,

The1972CensusOf ConStruCtio71Industries,1975,pp.

1-ll.

17) DepartmentofHousing and urban Development,

HousingintheSeventies,1973,pp.713.

18) Ibid.,pp7-9.
19) このような状況を象徴しているのが,1968年の,住宅

建設大手11社による住宅生産者会議 (CouncilofHous-

ingProducers)の設立である｡住宅建設業者の業界団
体としては,すでにNAHBが存在していたが,新しい
団体は,過去3年間に年間最低500戸以上の生産実績が
あることを入会の条件とするなど,上位企業のための団
体という性格を明確にしていた｡以上の点について,詳

しくは,Goodkin,op.cLt.,PP76-79,を参照されたいO

ら1972年初頭にかけての同部門における M&A

のうち,被買収企業の年間売上が1000万 ドル以

上のケースは47件で,そのうち22件は1969年 と

1970年の 2年間に集中していた20)｡また,M.

グッドキンによると,住宅関連企業の株式公開

は,1969年には88社,1970年には45社であ り,

これら133社 による資本調達額は,両年におけ

る全業種企業の調達額150億 ドルの3.8%にもの

ぼった 21)｡

こうした M&Aや株式公開を促進 したのは,

主として次のような要因であった｡

第一は,長期的な住宅需要の拡大予測により,

その当時,住宅産業の将来性が有望視されてい

たことである｡1960年代後半という時期は,戟

後のベ ビーブーム世代が成人になる時期 にあ

たってお り,膨大な住宅需要の発生が予想 され

ていたが,1968年法が2,600万戸 という住宅建

設目標を設定 したことによって,こうした需要

予測が裏付けされることになった｡つまり,コ

ングロマ リット型の M&A ブームに陰 りが見

え始めていた当時の株式市場にとって,住宅関

連株は有力な成長株 とみなされたのである22)｡

第二の,そしてより直接的な要因は,1969年

から70年にかけて生 じた信用逼迫である｡ これ

は,零細業者にとっては住宅建設からの一時撤

退を意味するだけであったが,すでに投資を活

発化 していた大規模業者にとっては,深刻な資

金調達難を意味 した｡このため,それまで個人

企業的色彩の漬かった住宅建設業者は,株式を

公開するか,M&A を通 じて大企業の傘下に入

るかの二者択一を迫られることになった｡いず

れを選択するかは企業の性格によって異なるが,

一般に創業者一族によるワンマン経営を特徴 と

する企業の場合,情報公開を嫌って M&Aが

選択されるケースが多 く23),それが住宅産業-

の参入をもくろむ異業種部門の大企業の利害と

20) Grebler,op.cit.,pp.819

21) Goodkin,op.cit.,pp.82-83.

22) IbLd.,p 32.
23) この点ついて詳しくは,Ibid.,pp.132-139,及び

Eichler,N,TheMerchantBuilders,TheMIT Press,

1982,pp 151-157,を参照されたい｡
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第 2表 大企業による住宅及び不動産企業の主要な買収事例
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買収年次 買 収 企 業 主要業種 被 買 収 企 業 被買収企業

の概要1964 BoiseCascade 木材加工 KingsberryHomes 住宅 (モジ

ュラー)製造業者1964 OccidentalPetroleum 石油 S.V.Hunsaker

かノフォルニアの建設業者1965 U.S.Plywood-ChampionPaper 製紙.木材 Lewers

&Cooke ハワイの土地開発業者1965 ConChemco 塗料及び関連化学製品 Nashua

Manufacturlng 移動住宅製造業者1965 EVansProducts 建

築資材 Capp杖omes プレカット住宅の専門業者1966 OccidentalPetroleum

石油 BenDeaneGroup カリフォルニアの建設業者1966 CityⅠnVestlng 暖房.空調その他

Generalt)eVelopmentCorp. フロリダの土地開発業者1966 WestinghouseElectric 電機 CoralRidgeProperties フロリダの土地開発業者

l恥rl PennCentra1 鉄道 ArVidaCorpt フロリダの土地開

発業者19打 BoiseCascade 木材加工 RayA.Watt

カリフォルニアの建設業者1舛丁 BoiseCascade 木材加工

Perma-Built 建設業者1967 BoiseCascade 木材加工 U.

S.LandCo. 開発業者lo灯 BoiseCascade 木材加工 Lak

eArrowheadDeV.Co. 開発業者lOriT BoiseCascade 木材加

工 DiVco-Wayne 移動住宅製造業者l輔† Tenneco 石油 K

ernCountyLandCo. カリフォルニアの開発.建設業者1968 ⅠTT コングロマリット(通信)LeVit

t&Sons 住宅建設業者の最大手1968 AmericanStandard 配管.

空調その他製造 WilliamLyonDeV.Co. か)フォルニアの建設業者1968 PennCentral 鉄道 GreatS

outhwestCorp. 土地開発業者1968 CommonwealthUnited 石油.不動産他 Sunsetlntern.Petroleum 60年代に土地開発.建設業に

進出1968 WhittakerCorp. 鋼材その他 VectoTCo. 建

設.請負業者lo榊 AmericanFinancial 金融 Continenta

lHomes 土地開発.建設業者19榊 CNAFinancia1 金融 LarwinGroup

かノフォルニアの建設業者1969 iNACorp. M.J.Brock&Sons

カリフォルニアの建設.請負業者1り6tj GACCorp. コングロマリット(金融)GulfAmericanLandCo.

土地開発業者l輔g Weyerhaeuser 木材及び木材加工 QuadrantCorp. 土地

開発業者19村 Weyerhaeuser 木材及び木材加工 PardeeConstructio

nCo. かリオルニア及びネバダの大手住宅建設業者1969 CityⅠnVestlng

暖房.空調その他 GuerdonⅠndustries 移動住宅製造業者1兆9 MonumentalCorp

. 保険 MonumentalProperties 建設-投資業者1P榊 EVansProductS 建築資材

RidgeHomes プレカット住宅の専門業者1969 FuquaⅠndustries レジャー関連の複

合企業 Haft-Gaines フロリダの土地開発.建設業者1969-70 AVcoCorp. 航空機

部品他 AVcoCommunityDe,.Corp. レクリエーション用土地開発業者1970 Ⅰnte

rnationalPaper 製紙 DonaldL.BrenCo. 南かノフォルニアの建設業者1970 Colum

biaBroadcaStingSyStem 放送 KlingbeilCo. アパート建設業者1灯り AetnaLife&Casualty 保険 UrbantnV.&DeV.

Co. シカゴの建設-投資業者1970 CerroCorp. 鉱業 Leadersh

ipHousingSystems 建設及びモービルホームパーク開発業者1970 ⅠnlandSteelCorp

. 鉄鋼 ScholtzHomes 住宅 (モジュラー)製造業者1970

SingerCo. ミシンその他機器製造 BescoGroup 建設業者1970 PhilipMorri

sCo. タバコ MissionViejoCo. 土地開発業者1970

Monogramhdustries 衛生設備他 RingBrothers か)フォルニアのアパート建設業者1

970 AmericanCyanamid 化学 ErVinCo. 住宅建設業者1リ丁い BethlehemSteel 鉄鋼 MulticonConstr.Co. アパート及びタウン

ハウス建設業者1町 NationalGypsum 石膏 DMHCompany 移動住宅製造業

者1971 Weyerhaeuser 木材及び木材加工 CentennialC

onstruc.Co. テキサスの建設業者1971 Weyerhaeuser 木材及び木材加工 WestminsterCo. ノースカロライナの住宅建設
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一致するところとなった｡第2表は,1960年代

半ばから70年代初頭にかけての M&Aの主な

事例を示 したものであるが,石油から金融まで

ありとあらゆる業種の大企業が買収企業として

登場 していること,その結果,レビット･アン

ド･サンズ社のような住宅大手企業までもが大

企業の傘下に取 り込まれたことが見て取れよう｡

こうして,住宅建設業の上位企業は,大企業

の有する豊富な資金を活用して,あるいは資本

市場から直接資金を調達することによって積極

的に規模拡大を進めていった｡その特徴は,た

んに大量生産によるスケールメリットを追求す

るというよりも,むしろ事業の多角化を推 し進

めること,すなわち,複数地域 (multi-area),

複数事業 (multi-project)経営の追求にあった｡

これは,従来の住宅建設業者の圧倒的部分が単

一の市場かつ一戸建住宅に特化した事業を行っ

てきたのに対 し,複数の市場に進出し,一戸建

住宅から集合住宅やタウンハウス24)などへ事業

構成を拡大するというものである｡例えば,

1969年の年間着工戸数上位約500社についてみ

ると,事業領域としている州の数は,上位25社

で平均9.04州,26-200位の企業で2.6州,201

-500位では1.24州と,上位企業ほど多 くの州

にまたがって事業展開をする傾向が強くなって

いる25)｡また,同じく上位25社の事業構成をみ

ると,第 3表に示されているように,1969年か

ら72年にかけて一戸建住宅の割合が低下し,代

わって高層アパー トやタウンハウスなどの集合

住宅の割合が増大 していることがみてとれる｡

このような多角的事業経営のメリットは,市場

の規模が限られ,かつその地域特有の景気循環

の影響を受けるといった,単一市場に特化する

ことのリスクを回避できる点にあった｡

ところで,事業の多角化に際して,上位企業

が積極的に活用 したのが連邦政府の低所得者層

向け住宅補助プログラムであった｡とりわけ,

24) タウンハウスとは,一世帯用の住宅で,居住単位が壁

で仕切られた長屋造りの建物のことを指す｡

25) DepartmentofflousingandUrbanDevelopment,op.

cLt.,Pp.7117.

第 3表 住宅産業上位25社の事業構成の変化

1969 197

2合 計 100.0 1

00.0一戸建住宅 45.

4 32.7集合住宅

54.6 67.3アパー

ト 53.6 55.4低層アパー ト 42.9 41.

8中層アパー ト 1.9

0.3高層アパー ト 8.8

13.3タウンハウス 1.0 ll.9

参考 :総着工戸数(戸) 83,609 155,290出所 :Department

ofHouslngandUrbanDevelop-ment,Housingm theSeventie

s,1973,p.7-22.,より作成

｡1968年法で新設されたセクション235や2

36(全国住宅法の第235条及び第236

条によって規定されているプログラムであるこ

とから,一般にこのように略称 される｡ 以下も

同様｡)などの利子補給プログラムは,一定金利以上

の負担について政府の補助が受けられたことか

ら,1969年の信用逼迫期に有利な事業拡

大の手段として利用された｡第 1図は,連邦政府

による補助付 き住宅の全住宅に占める割合をみ

たものであるが,モーゲージ金利の高騰ととも

にその比率が上昇していることがわかる｡ 上位

企業による補助プログラムの利用状況を正確に把握す

ることはできないが,グレプラ一によると,1

971年に年間200戸以上を生産 した企業による補

助プログラムにもとづく着工戸数は2

0万1000戸で,全着工戸数の約40%を占

めていた26)｡他方,事業の多角化と並行

して,住宅産業における川下部門への統合も進

んだ｡すなわち,住宅ローンの融資業務を行う

モーゲージ金融子会社の設立である｡ モーゲー

ジ金融子会社は,モーゲージ市場が逼迫してい

る際に,親会社に安定的な資金供給を行うとと

もに,住宅の販売促進のために市場金利よりも低金

利での融資を行うことが可能であったため,70

年代初頭に設立が相次いだ27)｡それはまた,資金調達面での
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第 1図 補助付住宅の着工戸数と金利の推移

(単位 :万戸)

250

200
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100

50

0

(単位 :%)

10864201963 '64 '65 '66 '67 '

68 '69 '70 '71 '72 '73 1974出所 :補助付住宅については,U.S.Congress,Hearingbeforeth

eJointEconomlCCommittee,CurrentEconomicSituationandOutlookfortheHousmgIndus

try,94thCongresslstSes-sion,p 16,非補助住宅については,DepartmentofComm
erce,BureauoftheCensus,HousingStarts,モ-ゲ-ジ金利

については,上位企業の優位性を高めるもの

であった｡以上のように,住宅建設業者は,連

邦政府の補助にもとづ く住宅需要の拡大に依拠

しつつも,市場集成を前提とした大量生産では

なく,むしろ分断された市場を前提とし,それらを

複数組み合わせることで規模

拡大を追求していった｡2 住宅の工場生産

化の進展60年代後半におけるもう一つの変

化は,工場生産住宅が住宅市場において一定の

シェアを占めるようになったことである｡ 工場生産住

宅とは,LSIシステムズの分類によると,(

ヨプレカット住宅,②パネル化住宅,③モジ

ュラー及びセクショナル住宅,④モービルホー

ムの4つをさすが28),それらを合計 した生産戸数は,1973年には77万4,000戸と, 1-4世帯

住宅及びモービルホ

ームの総生産戸数の27.7%を占めるに至った29)｡28) 70年代から工場生産住宅に関するデータを収集 してい

る LSIシステムズは,工場生産住宅を次の 4種に分類している｡①プレカット住宅 (precuthouse)- 事前

加工をほどこしてあるが,組み立てられていない住宅部材の販売用パッケージ｡② パ ネル化住宅 (panelized

house)- 壁パネルや屋根,床などの平面コンポーネ

ン トの他,さまざまな建築部材,設備などがセット/ 53Fe

deralReserveBulletm,よ

り作成｡それでは,このような工場生産住

宅の普及に対 し,突破計画はどのような影響を及ぼ

したのだろうか｡あらためてこの間題を検討して

みよう｡突破計画における住宅生産システムの

開発は,上記の4つのタイプのうち,とりわけ

(参と③に重点を置いていた｡工場生産比率が

最も高いのは④であったが,それは建築法規上は

標準的な住宅とみなされなかったため,｢住

宅の工場生産化｣の推進という目的からは,建築

法規に合致し,かつ工場生産比率が高い②と(

参が重視されたのである｡ コンペによって選ば

れたシステムの多くは,さらにそれを木材では

なくコンクリー トや

鋼材等の新素材によって生産しようとするもの

であった｡しかし,量産技術によって住宅コス トを低減

＼となった住宅部材の販売用パッケージ｡③モジュラー及びセクショナル住宅 (modular/sectionalhouse)-

工場で生産され,最小限の現場労働で組み立てるように

設計された,立体型の住宅ユニット｡④モービルホーム(mo

bllehome)- 工場で生産される,台車のついた立体型の住宅ユニッ

ト｡(LSISystems,TheRedBookofHousingManufact

urers,1986,pp III-iV)なお,それぞれの特徴については,

Reidelbach,JA.Jr.,Modu-larHousinginRea

l,CahnerBooks.1970 (鈴 木-釈『モジュラーハ

ウジング』工業調査会,1974年)も参照した｡29) L



54 調査と研究

するという目的からすると,その成果は満足の

いくものではなかった｡もともと各グループの

システムは,多分に実験的,挑戦的なもので

あったとはいえ,第二段階を終えた時点で,そ

の大半が実用性に乏 しく,また実用的であった

としても在来工法のコス トを上回ることが判明

した｡効率的な量産技術の開発は突破計画の主

眼であっただけに,この結果は計画そのものに

対する失望や批判を招 くことになった｡一般に,

突破計画は失敗であったと評価されることが多

いが,その場合の根拠とされているのは主とし

てこの点である30)｡

もっとも,突破計画を全体として見た場合,

それが工場生産住宅の普及に果たした役割は決

して少なくはなかった｡その一つが,同計画の

もう一つの軸である市場集成における成果であ

る｡ まず建築法規の問題では,第二段階が終

わった時点で,全米50州のうち20の州で工場生

産住宅を許容する法が制定され,また輸送コス

トの問題では,モービルホームやモジュラー住

宅生産者の働きかけにより,高速道路料金の値

下げや運送規制の緩和がはかられた｡さらに労

働力の面では,大工 ･電気工 ･配管工の全国組

合やその他の建設労働組合との間で,工場内で

の住宅生産に関する労働協約が締結された31)｡

こうして,市場集成の取 り組みを契機として,

次第に工場生産住宅を受け入れる土壌が醸成さ

れていった｡

もう一つは,住宅生産システムの開発が間接

的に与えた影響である｡第一段階のコンペの結

莱,連邦政府による直接的な補助を受けられた

のは22のグループであったが,コンペに応募し

た企業の総数は235社であ り,その多 くは落選

後も工場生産住宅への取 り組みを継続 した｡こ

のことは,直接的な計画よりもはるかに大 きな

親模で,工場生産化に向けた投資が行われたこ

30) 突破計画に対する批判 としては,House& Home誌

に掲載 された次のような論説がある｡ RoblnSOn,M上

"Please,let'Snotstartallthatnonsenseaboutindus-

trialized housing again,"House@ Home,November,
1973,pp.63-71

31)『建築生産』1972年10月号,104-106ページo

第24号 (2002.4)

とを意味 していた32)｡

このように,突破計画は,効率的な量産技術

の開発 という点では基本的に失敗であったとい

えるが,工場生産住宅-の社会的認知を高める

という点では一定の成功を収めた｡したがって,

コンクリー トや鋼材を用いた工場生産住宅こそ

普及 しなかったものの,従来からの木造モジュ

ラー住宅やモービルホームなどは,上述のよう

に一定の生産の伸びを示した｡そのなかでも特

に急激な増加を示 したのがモービルホームの生

産であった｡

すでに述べたように,モービルホームは建築

法規上の住宅とはみなされず,住宅ローンの対

象にもなりえなかったため,従来その需要は限

られたものであった｡しかし工場生産住宅への

社会的認知が高まるとともに,モービルホーム

を取 り巻 く環境も変化 した｡1969年には,モー

ビルホームの購入融資に対 して FHAが信用保

証を行うようになり,さらにモービルホーム ･

パークと呼ばれるモービルホームを設置する専

用用地の開発に対 しても,FHAの保証が受け

られるようになった33)｡また1970年には,1968

年法で定められた住宅建設目標が改訂 され,

モービルホームの生産が建設目標に取 り入れら

れることになった34)｡さらに70年代初頭には,上

述のように,突破計画にもとづいて,工場生産

化を妨げるさまざまな制度的障害が除去された｡

このような環境の変化を背景として,モービ

ルホームの生産は60年代後半から70年代初頭に

かけて急激な増加を示 した｡第 2図に示 したよ

うに,その市場シェアは着実に上昇 し,1962年

には 7%にす ぎなかったものが,1973年には

22%にまで達 した｡住宅価格全般が高騰するも

とで,工場内での量産が可能なモービルホーム

は,比較的低価格での供給が可能だったからで

ある｡ しかしそのような増加傾向も,1973年を

境として急速に減少に転 じることになる｡ 第一

32) 同上誌,108-109ページ｡
33) ReidelbaLCh,op.cit.(邦訳,63ページ)0
34) Messagefrom thePresidentoftheUnitedStates,

SecondAmualReportonNationalHousingGoals,915t

Congress,2ndSession,Aprl12,1970,p14.
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第 2図 モービルホームの出荷数とそのシェアの推移
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出所 :ManufacturedHousmgDe

aler,Oct1980より作成｡第 3図 民間住宅着工戸数の推移万戸250200150
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1980出所 :U.S.BureauoftheCensus,ConstructionReports,SmesC-20,HousingStarts,より作成

｡次オイルショックなどを契機として,70

年代初頭の住宅ブームが終蔦に向かうからである｡

それは次に見るように,モービルホームのみならず,

住宅産業全体に深刻な影響を及ぼすものであった｡Ⅰ

Ⅴ 住宅ブームの終蔦と住宅産業1 住宅ブー

ムの終蔦と大企業の撤退1969年から70年にかけ

ての信用逼迫の後,市場金利が低下すると,アメリ

カでは空前の住宅ブームが発生 した｡第 3図に示 したように, 551970年から71年にかけて

,住宅着工戸数は43%の増加を示し,19

72年には235万6,600戸 という戦後最

大の規模に達した｡なかでも着工戸数の伸びが著しかったのが集合住宅であり,1966年

か
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を目的として,セクション236などの補助金が

拡充されたこと,さらに賃貸住宅-の投資に対

する税制優遇措置が採用されたことなどが影響

していた｡

しかしながら,このような空前の住宅ブーム

ち,1973年から75年にかけて終幕を迎えること

になる｡ 直接的な原因は,インフレ圧力の増大

に伴う建築資材価格の高騰と金利の上昇,それ

に拍車をかけた第一次オイルショック,そして

低所得者層向けの連邦補助プログラムの停止で

あった35)｡それは成長を続けていた住宅産業を

一転 して不況に陥らせることになるが,なかで

も最も深刻な影響を受けたのは,事業を多角化

し,集合住宅の建設を活発化 していた上位企業

であった｡なぜなら,当時の住宅ブームは次の

ような特徴を有 していたからである｡

第一に,上位企業を中心とする集合住宅への

投資の急増により,集合住宅の建築が過剰化 し

ていたことである｡賃貸住宅の空室率は,1970

年には全国平均で5.3%であったが,1974年に

は6.2%に上昇 し, とくに建築過剰が顕著で

あった南部では8%にまで達 していた36)｡この

ため,第 3図に示 したように,集合住宅の新規

着工戸数は,一戸建て住宅のそれよりもはるか

に急激な減少を示 し,しかも70年代後半のブー

ム期においても,その着工戸数は目立った回復

をみることはなかった｡

第二に,アパー トの建設及び販売に際して不

動産シンジケ-ションが活用されたことである｡

これは,複数の投資家の資金を集めて不動産に

投資する手法で,投資家にとってのメリットは

主に不動産所有に伴う節税効果にあったが,一

方建設業者にとってのメリットは,シンジケ-

シヨンとの間で販売契約を結ぶと,アパー トを

建設する以前の段階で手数料収入を得ることが

でき,それがしばしば建設事業による利潤を上

回ることにあった｡しかし,建築資材価格の高

35) 連邦補助プログラムの停止について,詳しくは,拙稿,

前掲論文を参照されたい｡

36) DepartmentofHousing and Urban Development､

HUDStatisticalYearbookof1977,p･365.

勝と金利の上昇が進み,建築過剰が顕著になる

と,シンジケ-シヨンは一転 して建設業者に

とっての桂桔-と転化する｡ なぜなら,固定価

格ですでに販売契約がなされた後では,コス ト

上昇分を価格に転嫁することもできず,さらに

その契約はしばしば投資家に対する利潤保証を

伴っていたため,賃貸料収入の減少を企業側が

負担せざるをえなかったからである｡ これはア

パー ト事業を積極化 していた企業に対 し,巨額

の損失をもたらすことになった37)｡

アパー ト事業による損失は,とりわけ60年代

末に株式公開した企業や大企業の傘下に入った

企業において深刻であった｡これらの企業は,

投資家や親会社の要求に応えて短期間で一定の

収益を確保することを迫られていたために,収

益性の高い集合住宅,なかでも短期間で利潤を

確保できるシンジケ-ションに対 して積極的に

投資を行っていたからである｡ その典型例が

ITT社 とレビット･アンド･サ ンズ社のケー

スであり,レビット社は,親会社の要求に応え

るためにアパー ト事業に深入 りした結果,1973

年に1,400万 ドルの損失を計上 し,大手企業の

地位から完全に脱落することになった38)0

ITT社のケースは,1974年のレビット社の

売却で終止符が打たれたが,その他にも,大企

業と住宅建設業者との合併が不調に終わった例

は少なくなかった｡異業種部門に属する大企業

は,住宅産業の特性を理解せず,短期的な利潤

の確保を期待 していたため,子会社の経営方針

と対立 してその トップの辞任を招 くケースや,

あるいは従来の経営手法が通用 しないことがわ

かると,早々に住宅産業から撤退するケースが

多かった｡さきの第 2表に登場 した例でいえば,

オクシデンタル ･オイル社は1968年にベ ン･

ディーン･グループを,アメリカン･スタン

ダー ド社は1971年にウイリアム ･ライアン･

ディベロップメン ト社 を,インターナショナ

37) 以上のようなアパー ト建設とシンジケ-ションとの関

係 につ いては,EIChler,op.cit.,pp 177-179.,及 び,

ProfessionalBullder,July1975.pp80-81を参照 した｡

38) professionalBuilder,July1974,p94.
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ル ･ペーパー社は1972年にドナルド･L･ブレン

社をそれぞれ売却 し,また各種不動産事業に進

出していたボイス ･カスケード社も,1971年か

ら72年にかけてほとんどの子会社を手放した39)｡

こうして,異業種部門からの住宅産業への参

入は,住宅建設業者の買収という方法でも,ま

た突破計画のような主業種部門の技術の応用と

いう方法でも,次第にその限界が明らかとなっ

た｡住宅ブームの終若によって,住宅需要の右

肩上がりの拡大がこれ以上期待できないことが

わかると,大企業の関心は後退し,一部の企業

を除いて住宅産業から撤退していった｡ロムニー

長官が展望した,大量生産体制の確立による住宅

産業の変革は,ついに実現することはなかった｡

それでは,その後の住宅産業は現実にはどの

ような発展方向をたどったのだろうか｡最後に

この点について検討 しておこう｡

2 上位企業の成長と生産過程の変革

住宅ブームの終蔦によって,集合住宅を事業

の中心に据えていた企業が苦境に立たされる一

方で,一戸建て住宅を中心に据えるなどして被

害を比較的小さく抑えた上位企業は,不況を乗

り切るとともに,一般に次のような発展方向を

たどった｡

第一は,地理的な事業領域のいっそうの拡大

である｡70年代初頭の段階で,すでに上位企業

の事業領域は複数の州に及んでいたが,70年代

を通 じてそれはさらに拡大 し,80年代初頭には

全国的な展開をみせるようになった｡例えば,

1973年に生産量で第 1位であったリンカーン･

プロパティ社は,当時12の州を事業領域として

いたが,1983年にはそれはほぼ全国にまで拡大

し,同じく第 2位であった U.S.ホーム社 も,

1973年の9州から,1983年には30州にまで事業

領域を拡大した40)｡

第二は,事業部門の多角化の推進である｡ 不

39) このような破綻の経緯については,Goodkin,op.cat.,

pp 145-156,に詳しい｡

40) 1973年については,House@ Home,March1974,1983

年については,Builder,May1984,を参照｡
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況期を乗 り越えた上位企業は,タウンハウスや

集合住宅などへと製品構成を多様化するととも

に,買収などを通 じてモービルホーム,モジュ

ラー住宅などの工場生産住宅の分野に進出し,

さらに土地開発やモーゲージ金融などの関連業

務を事業部門に加えて,従来の複数事業経営を

一層徹底 していった｡こうして住宅産業の上位

企業は,活動範囲を全国に広げ,さらに-企業

内において各種の住宅需要に対応できる体制を

整えることで,住宅市場に固有の不安定性,す

なわち金利の変動や需要の変動に伴うリスクを

ヘッジし,全体として安定 した利潤を獲得でき

る体制を構築していった｡突破計画が,大量販

売市場と大量生産技術の確立によって住宅市場

に固有の障害を克服することを意図していたと

すると,上位企業は,むしろそれに適応するこ

とによって,規模の拡大を実現 していったとい

えよう41)｡

それでは,工場生産化への取 り組みは,住宅

ブーム期の一過性のものにとどまったのだろう

か｡決してそうではない｡それは突破計画が意

図したような革命的な変化こそもたらさなかっ

たものの,徐々に,しかし確実に生産過程の変

革を実現 していった｡

突破計画が目指したのは,自動車産業のアッ

センブリ-ラインのように,住宅生産を現場生

産から工場生産へと置き換えることであった｡

しかし,それとは異なり,工場生産技術は,む

しろ現場生産と工場生産とを効率的に組み合わ

せるという形態で浸透した｡新 しい技術によっ

て部品生産は着実に現場生産から工場生産へと

置き換えられていき,建設労働者の役割は,吹

第にプレハブ部品の組み立て役へ と変化 して

いった42)｡第 4表は,工法別に見た住宅生産戸

数の推移を示したものである｡ それによると,

工場生産住宅よりも,工場生産技術を利用 した

建設業者による住宅のシェアが一貫して上昇し

ていることがわかる｡このことは,完全な工場

生産よりも,現場生産と工場生産の組み合わせ

41) Schleslnger,Erlichopctt.,p 149.

42) Ibld"pp153-154
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第4表 工法別の住宅生産戸数の推移

工場生産住宅 工場生産技術を用いる建設業者に その他の建設業者による住
合 計モービル プレカット.パネル化 .

モジュラーホーム

よる住宅 宅1972 57.6 22.1 16.3

106.8 202.7寡 1974 32.9 14.7 12.6 66.3 126.51976 24

.6 17.1 15.9 91.9 149.5数 1978 27.6 21.7 23.4 110.7 183.

4萎 1980 21.6 15.8 15.0 66.1
118.5ノコ) 1982 23.9 10.0

16.4 47.1 97.41984 29.5 1

5.4 29.1 76.7 150.71986 2

9.0 17.0 31.2 77.5 154.7碍

1972 28.4 10.9 8.0 52.7 10

0.01974 26.0 ll.6 10.0 52.4 1

00.01976 16.5 ll.4 10.6 6

1.5 100.0成比( 1978 15.0 ll.8 12.8 60.4 100.01980 18.2

13.3 12.7 55.8 100.0%) 1982 24.5 10.3

16.8 48.4 100.01984 19.6 10.2 19.3 50.9 100.01986 18.7 ll.0 20.2 50.1 100.0

注 :1-4戸建住宅についての合計｡出所 :LSISystems,Inc.,TheRedBookofHousingManufacturers,1986,p.

15.より作成o第5表 工場生産住

宅の市場シェア上位10州 (1

980年) (単位 :%)州 名

地域名 シェア1 イリノイ

中西部 45,12 ウェス トバージニア 中西部 42.

83 アイオワ 中西部 3

7.34 コネチカット 北衷部 34.7

5 サウスダコタ 中西部 34.66

インディアナ 中西部 31.37 ウィスコンシン 中西部 30.48 メリ

ーランド 北衷部 26.99 オハイオ 中西部 2

6.610 ニューヨーク 北衷部

25.2注 :各州の全住宅着工戸数に占める､プレカット住宅､

パネル化住宅､モジュラー住宅の合計戸数の割

合｡出所 :CMRAssociates,Inc.,TheRedBookof

Hous-ingManufacture

TIS1981,より作成｡の方が,生産効

率において優位であることを示しているとい

えよう｡もっとも,地域別にみると,各工法別の市場 シェアには大きなばらつきがあり,

一定の地域においては,工場生産住宅はかなり

の比重を占めるに至っている｡ 第 5表は,工場生産住宅

のシェアが高い上位10州を示 したものである

が,いずれも中西部及び北東部に集中している

ことが読み取れる｡これらの地域では現場労働

者が不足 しているため,工場生産住宅の方が生

産コス トが低 くなるためである｡こうして,工

場生産化への取 り組みは,地域的な差異を伴いながらも,着実に住宅産業のなかに浸透 して

いった｡ところで,以上のような工場生産化の浸透と関連

して,住宅産業の生産過程においては次のような注目すべき変化
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におけるオープン･ショップ (openshop)制43)

の導入が進められたことによるものである｡ そ

の狙いは,いうまでもなく非組合労働者の活用

による労働コス トの削減であった｡オープン･

ショップ制は70年代 を通 じて急速に浸透 し,

NAHBが会員企業に対 して実施 した調査によ

ると,1969年に非組合労働者を雇用 していた企

業は全国で52%であったが,1976年には92%に

まで上昇した｡しかもそれは小規模企業ほど顕

著で,年間501戸以上を建設する企業では72%

であったのに対し,10戸未満の企業では94%で

あった44)0

オープン･ショップ制の推進の背景には,建

設業者のみならず,建設業者の顧客の側からの

要求も伏在 していた｡60年代後半以降の急激

なインフレによって,工場その他大型施設の

建設コス トの高騰に直面 した大企業は,1969

年 に建設利用者 による反インフレ円卓会議

(constructionUsers'Anti-ⅠnflationRoundtable)

を結成し,建設コス トの引き下げを要求した｡

この会議は1972年にビジネス ･ラウンドテーブ

ル (BusinessRoundtable)に統合され,その

要求は産業界全体の要求となっていった｡ビジ

ネス ･ラウンドテーブルは,表立ってオープ

ン･ショップ制を推進したわけではないが,ス

トライキを起こした組合労働者を建設工事から

排除するなどして,建設業者の運動を後方から

支援する役割を果たした45)｡これは工場建設な

どの分野で生じた要求であったとはいえ,住宅

を含む建設労働全体に広 く影響を与えずにはお

かなかった｡

オープン･ショップ制の普及が,工場生産化

43) オープン･ショップとは,組合員であるか否かを雇用

の条件としない労働協約のことを指す｡反対にクローズ

ド･ショップ (closedshop)の場合,協定を結んでい

る組合の組合員以外は雇用することができない｡

44) SumlChrast,M.,Frankel,S.A,TheProfileofthe

BullderandHisIndustry,p.203,Sumichrast,M.,Ahlu-

walla,G.,Sheehan,RJ.,ProfileoftheBuilder,NAHB,
1979,p.158.

45) Northrup,fI.R.,Northrup,D,0,OpenShopConstruc-

tionRevised,TrusteesofUnlVerSltyOfPennsylvania.

1984,pp.24-25.

59

の進展と直接的にどのような関連があるかにつ

いてここで十分明らかにする余裕はないが,少

なくとも工場生産技術の浸透による熟練技術の

解体が,一定の技術水準の維持という面で建設

労働組合が果たしてきた意義を低下させ,その

交渉力を弱めたことは確かである｡ このことは,

住宅の商品特性に規定されながらも,住宅産業

が着実に資本主義的な発展をとげていることを

示している証左 といえよう｡

お わ り に

本稿を締めくくるにあたり,これまでの考察

によって明らかとなったことをいま一度要約し

ておこう｡

貧困問題に対応 した60年代の住宅政策は,低

所得者層向け住宅という住宅産業にとっての新

たな市場を創出すると同時に,住宅の工場生産

化に向けた取 り組みを現実化させ,住宅産業へ

の投資を促進する契機となった｡異業種部門の

大企業は,既存の住宅産業の買収と,工場生産

化への自社技術の応用という2つのルー トを通

じて住宅産業へと参入し,既存の住宅産業はま

た,その機会を積極的に活用することで規模拡

大をとげていった｡70年代初頭には,住宅建設

業において上位企業の成長が進むとともに,工

場生産住宅が住宅市場において一定のシェアを

占めるに至った｡

もっとも,このような変化は,一方で多分に

ブーム的な要素を含んだものでもあった｡異業

種部門による住宅産業の買収は,とりわけその

ブームに乗 り,さらにそれを促進するもので

あったため,住宅ブームの終若とともに限界を

露呈することになった｡また,工場生産化の試

みも,実用化には乏しく,異業種部門に参入の

機会を提供するものではないことが明らかと

なった｡こうして大企業の多くは住宅産業から

撤退し,突破計画によって展望された,住宅産

業を大量生産技術の支配する産業に転換すると

いう試みは,ついに実現されないままに終わっ

た｡

しかしながら,70年代初頭に生じた変化は,
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決して一過性のものにとどまらなかった｡住宅

産業の上位企業は,あらゆる住宅ニーズに対応

できるよう事業部門を多角化することで,住宅

市場に固有のリスクに適応 し,経営規模を拡大

していった｡また,住宅生産の部面では,工場

生産化の技術が着実に取 り入れられ,現場生産

と工場生産の組み合わせによる生産過程の合理

化が追求された｡それは言い換えれば,建設労

働における熟練技術が着実に解体され,建設労
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働者の自立性の基盤が掘 り崩されることにはか

ならなかった｡

このように,住宅産業における構造変化は,

突破計画が目指したような革命的なものではな

く,むしろ漸進的なものであった46)｡しかしそ

の変化は,住宅産業が決して ｢資本主義によっ

て忘れられた産業｣ではなく,むしろ着実に資

本主義的な発展をとげていることを示している

のである｡

46) ProfeSSionalBuilder誌は,突破計画の発足から20年目

に特集記事を組み,工場生産化の到達に関して,建築家

でコンサルタントであるスティーブン ･ウインター氏の

次のような発言を紹介 している｡｢産業の変化は,革命

的というよりもむしろ漸進的であった｡それは非常に

ゆっくりとした,漸進的な成長であった｡｣Professional

Bullder,July1989,p 106.


